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平成 29 度事業報告書附属明細書 

（平成 29年 4月 1日から平成 30年 3月 31日まで） 

 

Ⅰ 研究の助成 

（１） 一般研究 

 準備研究（平成 29年度開始）  6課題の助成（2,950万円） 

本格研究 1年目（平成 28年度開始） 5課題の助成（6,500万円）（準備研究 1課題含む） 

本格研究 2年目（平成 27年度開始） 5課題の助成（1億 4,358万円） 

本格研究 3年目（平成 26年度開始） 5課題の助成（1億 2,810万円） 

計     21課題の助成（3億 6,618万円） 

 

（２）特定領域研究助成 

  先端医学分野 4課題の助成（5,980万円） 

  社会技術分野  4課題の助成（5,200万円） 

  ELSI分野    4課題の助成（874万円） 

  計     12課題の助成（1億 2,054万円） 

  

（３）挑戦的研究助成 

  1年目  8 課題の助成（2,400万円） 

  2年目  13課題の助成（3,863万円） 

  計   21課題の助成（6,263万円） 

  

研究助成合計額 5億 4,935万円 

 

Ⅱ 普及啓発 

（１） 一般研究助成 成果報告書（DVD） 

 国立情報学研究所 アーキテクチャ科学研究系 高倉 弘喜 教授「次世代ネットワークにおける

持続的標的型攻撃の検出手法の開発」 

 東京医科歯科大学 大学院先端技術医療応用学講座 川端 茂徳 特任教授「超伝導磁気センサー

を用いた非侵襲的に脊髄機能と心房細動の予測ができる革新的な診断装置の開発 

～高齢者の転倒・寝たきりを防ぐ「脊髄ドック」を目指して～」 

 東京大学 生産技術研究所 川口 健一 教授「真に安全安心な公共空間のための天井工法と天井

の安全性評価法の開発」 

 慶応義塾大学 理工学部 システムデザイン工学科 小國 健二 教授「大規模災害時にも機能 

する「助け合い通信」の創造・実装・展開」 

 東京医科歯科大学 難治疾患研究所 病態細胞生物学分野 清水 重臣 教授「オートファジー 

機構を応用したスマート・エイジング対策法の開発」 

 立命館大学 理工学部 電気電子工学科 瀧口 浩一 教授「光信号の符号化・暗号化／復号化  
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技術と高セキュリティ・低消費電力な光通信の実現」 

 東京大学 情報理工学系研究科 電子情報学専攻 坂井 修一 教授「情報法学・マネジメント論

と侵入防止技術の融合による超セキュア情報システム」 

 早稲田大学 理工学術院・創造理工学部 建築学科 高口 洋人 教授「建築物のレジリエンス  

手法の開発研究」 

（２） 研究者インタビュー記事のホームページ掲載 

 九州大学大学院人間環境学研究院 堀賀貴 教授「古代ローマ帝国の防災・防犯マネジメント」

（全 1回） 

 横浜国立大学大学院環境情報研究院  松本勉 教授「次世代 IT 社会に求められる新機能暗号と

その性能評価」（全 2回） 

 芝浦工業大学工学部建築工学科 村上公哉 教授「大災害時ターミナル周辺地区および地下街の

安全安心に対策としてのオフサイトセンターの実証研究」（全 2回） 

 北陸先端科学技術大学院大学情報科学研究科 赤木正人 教授 「「災害時に必要な情報を音声に

より確実に伝える」インテリジェント避難誘導音声呈示システムの研究開発」（全 2回） 

 岡山大学大学院医歯薬学総合研究科 西堀正洋 教授「予防医学的な健康状態把握のための方法

確立」（全 2回） 

 

Ⅲ 情報交流・国際交流・人材育成 

 23件の助成（1,912万円） 

 

Ⅳ 理事会・評議員会の開催 

（１） 理事会 

第 1回理事会 平成 29年 5月 15日 

議題 

１．代表理事・理事長代行の選定について 

２．代表理事の職務執行状況報告 

３．平成 28年度事業報告及び決算について 

４．平成 28年度監事監査報告について 

５．平成 28年度会計監査人監査報告について 

６．規程制定・改定について 

７．定時評議員会の招集について 

８．その他 

 

臨時理事会（理事会の決議があったものとみなされた日：平成 29年 6月 23日） 

セコム株式会社第５６回定時株主総会における議決権の行使について 
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第 2 回理事会 平成 30 年 2 月 23 日 

議題 

１．代表理事職務執行報告について 

２．平成 29年度助成金交付状況報告および特定資産取崩事前承認について 

３．資産運用状況報告について 

４．平成 30年度事業計画およびこれに伴う収支予算等の承認について 

５．公益目的事業の実施に関する基本方針の制定について 

６．規程の改定について（事務局および謝金等支払い基準） 

７．評議員会招集について 

８．その他 

 

（２）評議員会 

第 1回評議員会（定時評議員会） 平成 29年 6月 12日 

議題 

1．平成 28年度事業報告及び決算について 

2．平成 28年度監事監査報告について 

3．平成 28年度会計監査人監査報告について 

4．その他 

 

第 2回評議員会 平成 30年 3月 12日 

議題 

１．平成 29年度研究助成金交付状況および特定資産取崩事前承認の報告について 

２．資産運用状況報告について 

３．平成 30年度事業計画及びこれに伴う収支予算等の承認について 

４．定款の変更について 

５．その他 

 

Ⅴ 委員会 

（１）企画委員会 

第 1回企画委員会（平成 29年 4月 18日） 

議題 

１．委員長の選出について 

２．前回議事録確認について 

３．特定領域研究助成について 

４．挑戦的研究助成 メンターおよびメンタリング内容の確認について 
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第 2回企画委員会（平成 29年 8月 31日） 

議題 

１．学術集会及び科学技術振興事業助成の審査及び募集要領について 

２．挑戦的研究助成の状況確認について 

３．特定領域研究助成の面接課題の決定について 

４．今後の研究助成事業について 

５．贈呈式・成果発表会の開催について 

６．委員会体制について 

７．公益目的事業の実施に関する基本方針の制定について 

 

第 3回企画委員会（平成 29年 9月 25日） 

議題 

１．平成 29 年度特定領域研究助成の新規採択課題について 

 

第 4回企画委員会（平成 29年 11月 22日） 

議題 

１．挑戦的研究助成・メンタリング実施報告、２年目継続面接実施について 

２．挑戦的研究助成・面接課題の決定について 

３．挑戦的研究助成・贈呈式について 

４．今後の研究助成事業について 

５．平成 30 年度の年間スケジュールについて 

 

第 5回企画委員会（平成 30年 2月 6日） 

議題 

１．学術集会及び科学技術振興事業助成の審査 

２．平成 30 年度 事業計画について 

３．贈呈式の開催について 

 

（２）選考委員会 

第 1回選考委員会（平成 29年 6月 26日） 

議題 

１．平成 29年度一般研究助成面接選考課題の決定 

２．面接選考の方法について 

３．平成 29年度選考委員会日程の確認 

４．その他 
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第 2回選考委員会（平成 28年 7月 27日） 

議題 

１．平成 29 年度 一般研究助成 二次選考（面接） 

２．平成 29 年度 一般研究助成 採択課題の選定及び採択コメントについて 

３．今後の予定の確認 

 

第 3回選考委員会（平成 29年 10月 12日） 

議題 

１．平成 29 年度一般研究助成 本格研究移行 面接選考 

２．平成 29 年度一般研究助成 本格移行課題の決定 

３．成果報告会の開催について 

４．今後の選考委員会日程の確認（第４回選考委員会） 

 

第 4回選考委員会（平成 29年 12月 14日） 

議題 

１．平成 29 年度 一般研究助成 本格研究２年目 継続審査 

２．平成 29 年度 一般研究助成 本格研究 3 年目 継続審査 

３．今後の研究助成事業について 

 

（３）選考委員会 分科会 

第 1回選考委員会 分科会（平成 29年 12月 27日） 

議題 

１．平成 29年度挑戦的研究助成 面接審査について 

 

第 2回選考委員会 分科会（平成 30年 1月 31日） 

議題 

１．平成 29年度挑戦的研究助成 2年目継続面接審査について 

 

Ⅵ その他（公益法人に係る諸届出） 

（１）登記 

・平成 29年 4月 12日 

代表理事・理事（小松崎常夫）の辞任および理事（目﨑祐史）の就任について登記 

 

・平成 30年 6月 16日 

代表理事の変更（目﨑祐史の就任）を登記 

 

・平成 30年 6月 26日 

会計監査人の変更（重任）を登記 
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（２） 内閣府届出 

・平成 29年 5月 11日 

代表理事・理事（小松崎常夫）の辞任、理事（目﨑祐史）の就任および会計監査人の設置に伴う定

款変更について届出 

 

・平成 29年 6月 28日 

平成 28年度事業報告等の内閣府に提出 

 

・平成 30年 3月 29日 

平成 30年度事業計画書等を内閣府に届出 


